
 

○山梨市地域経済牽引事業促進区域における固定資産税の課税免除に関する条例

施行規則 

平成20年10月1日 

規則第31号 

改正 平成27年12月22日規則第19号 

平成30年3月23日規則第10号 

（趣旨） 

第1条 この規則は、山梨市地域経済牽引事業促進区域における固定資産税の課税免除に

関する条例（平成20年山梨市条例第34号。以下「条例」という。）の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（課税免除の申請） 

第2条 条例第3条による課税免除を受けようとする者は、第1年度分にあっては、同条の

規定による課税免除の対象となる資産の取得後最初に到来する個人若しくは法人の市

町村民税の確定申告書の提出期間と地方税法（昭和25年法律第226号）第383条に規定

する期間とのいずれか後の期間内に、第2年度分から第5年度分までにあっては、同法

第383条に規定する期間内に、固定資産税課税免除申請書（様式第1号）を市長に提出

しなければならない。 

（課税免除の決定） 

第3条 市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、固定資産税課税

免除決定通知書（様式第2号）により申請者に通知するものとする。 

附 則 

この規則は、平成20年10月1日から施行する。 

附 則（平成27年12月22日規則第19号） 

この規則は、平成28年1月1日から施行する。 

附 則（平成30年3月23日規則第10号） 

（施行期日） 

1 この規則は、平成30年3月23日から施行する。 

（経過措置） 



 

2 山梨市企業立地促進産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例の一

部を改正する条例（平成30年山梨市条例第17号）附則第2項の規定によりなおその効

力を有するものとされる同条例による改正前の山梨市企業立地促進産業集積区域 に

おける固定資産税の課税免除に関する条例（平成20年山梨市条例第34号）第2条の規

定による課税免除を受けようとする者については、この規則による改正前の山梨市企

業立地促進産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例施行規則（以下

この項において「旧規則」という。）第2条、第3条、様式第1号及び様式第2号の規定

は、なおその効力を有する。この場合において、旧規則第2条第1項中「条例第3条」と

あるのは「山梨市企業立地促進産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する

条例の一部を改正する条例（平成30年山梨市条例第17号）による改正前の山梨市企業

立地促進産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例（平成20年山梨市

条例第34号）第3条」と、旧規則様式第1号中「山梨市企業立地促進産業集積区域にお

ける固定資産税の課税免除に関する条例」とあるのは「山梨市企業立地促進産業集積

区域における固定資産税の課税免除に関する条例の一部を改正する条例による改正前

の山梨市企業立地促進産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例」と、

「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律」と

あるのは「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する

法律の一部を改正する法律（平成29年法律第47号）による改正前の企業立地の促進等

による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律」と、旧規則様式第2号中

「山梨市企業立地促進産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例施行

規則」とあるのは「山梨市企業立地促進産業集積区域における固定資産税の課税免除

に関する条例施行規則の一部を改正する規則（平成30年山梨市規則第10号）による改

正前の山梨市企業立地促進産業集積区域における固定資産税の課税免除に関する条例

施行規則」とする。 


